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就任・
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所外
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研究

退任のご

退任の御挨拶 鈴木理事長
飛鳥理事

研究評価会議の結果につい
有識者による所内講演
大学人間科学部との連携大
所の動き

挨拶 前理事長 尾添

尾添前理事長
松井前理事
て

学院協定調印

博

この度，任期を

尾添前理事長の後

平成 年 月 日

て理事長の大役を

頂くことになりま

よろしくお願い

す。

満了された

任として，

付けをもっ

勤めさせて

した。何卒

申し上げま

産業安全

て以来，一

業災害，労

業現場での

調査研究と

り，その使

貢献をして

研究所は設置され

貫して我が国の産

働災害の防止と産

安全水準の向上に

いう立場から関わ

命と役割を果たし

きた。

労働災害防止技

余年の歴史を積

研究所誕生の

熱心であった民

産業安全研究所は

月に国立研究所

以来，我が国にお

術の研究開発を行う研究機

み重ねて参りました。

発端となったのは，安全運

間の一事業主である故伊藤

，昭和 年

として発足

ける唯一の

関として

動に非常に

一郎氏が，

技術，科

またこれ

題の選定

研究環境

その設置

あり，これ

その時々の

学技術の実態，経済，社会

らの将来を見通しながら，

と実施，得られた研究成果

の整備等を行ってきた。こ

は昭和 年 月で

までの 年の間，

災害の状況，生産

状況等を踏まえ，

適切な調査研究課

の効果的な普及，

れまでの間，産業

昭和 年に当

で，その寄付願

ニ鑑ミ産業安全

候而シテ右目的

産業安全研究所

切ト痛感致候

働者の安全確保

あると喝破され

時の厚生大臣吉田茂に提出

には 産業界ニ於ケル災害

ノ徹底ヲ図ル事ハ誠ニ緊要

達成ノ基本的方策トシテハ

及産業安全博物館ヲ設置致

と記されており，労働災害

が，国として担保すべき不

ておられます。

した寄付願

増加ノ傾向

ノ事ト被存

厚生省付属

候事最モ大

の防止，労

変の課題で

安全研究

れてきた

れの立場

だと考え

この

織変更の

職員が一

置の趣旨

所の社会から付託された使

のは，その時々の研究者等

に応じて真摯な態度で業務

ている。

年間は，国立研究所から独

ために発生してきたさまざ

致協力して行いながら，独

である，国直轄であったこ

命と役割が果たさ

の関係者がそれぞ

に励んできたから

立行政法人への組

まな研究外業務を

立行政法人制度設

れまでより，柔軟

これを契機に

立研究所 とし

して，科学技術

した。平成 年

研究所の役割と

で研究活動を継

の最終年度であ

設立された 産業安全を目

て産業安全研究所は，その

の側面から労働安全行政を

の特定独立行政法人への移

使命は全く変わることは無

続し，今年度は第一期の中

る 年目に入ります。

的とした国

後終始一貫

支えて来ま

行後も，当

く，現在ま

期目標期間

な仕事の

サービス

き，いろい

さらに

の改革が

重要性と

る事態に

やり方で，国民の皆様に，

を提供するようにするとい

ろな取り組みに挑戦してき

年後には，産業医学総合

予定されている。産業安全

それを行う産業安全研究所

なろうとも変わるものでは

より質の高い行政

うことを念頭に置

たところである。

研究所との統合等

に係る調査研究の

の必要性はいかな

なく，誰も否定し

しかし行財政

人見直しの一環

は，産業医学総

ることになって

換期を間近に控

職員一同，先人

り地道に安全

す。

改革の大きな流れの中での

として，次年度には当産業

合研究所との統合・非公務

います。当所の歴史の中で

え，難問は山積みではあり

の思いを忘れることなく，

研究業務に邁進したいと考

独立行政法

安全研究所

員化を迎え

も最大の転

ますが，役

これまで通

えておりま

得るもの

産業安全

期待する

が国の産

調査研究

し，また

役割の遂

ます。

ではない。今後は，新しい制

研究活動のより一層の発展

。終わりに，産業安全研究

業現場で働く人々の命と安

という立場からのさらに一

我が国の期待される立場を

行がなされることを祈念し

度，体制の中で，

が図られることを

所がこれからも我

全を守るために，

層の貢献を果た

踏まえた国際的な

て退任の挨拶とし
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就任のご挨拶 理事 飛鳥 滋 退任のご挨拶 前理事 松井英憲

月 日付で

の後任として理

たしました。よ

いいたします

ヤーという言葉

る急テンポの科

展，社会経済の

で，働く現場の

松井前理事

事を拝命い

ろしくお願

。ドッグイ

で象徴され

学技術の進

変化のなか

様相も就業

平成

もちまし

産業安全

いたしま

労働省入

研究所に

した。最

年 月 日付けを

て，独立行政法人

研究所理事を退任

した。昭和 年に

省後 年間に亘り

勤務させて頂きま

後の 年間は理事

今日は，安全衛

襲ではなく，変

自律的な安全衛

るリスクの確実

求められており

人に移行して

形態も変化がめ

生についても単なる従来パ

化する事業場の状況に応じ

生活動を体系的に実施し，

な低減に結びつけていく着

ます。産業安全研究所は，

年が経過し，この間，役職

まぐるしい

ターンの踏

た自主的，

職場におけ

実な取組が

独立行政法

員一同が常

携わって

動的，弾

際には予

りがあり

願わくば

として，

立場で研

参りました。独立行政法人

力的で柔軟な運営ができる

算の執行や人の採用，業務

，思うようには動けない状

，独法本来の趣旨に立ち返

理事長を補佐する

究所全般の運営に

設立の趣旨では機

はずでしたが，実

内容等で多くの縛

況でありました。

り，法人設立の目

に事業場の現場

関する調査およ

ましたが，今後

境変化の風を

ら，調査研究を

う努力して参る

という，当研究

に軸足を置きながら労働災

び研究に一丸となって取り

ともこのような労働安全を

柔軟な感性を持って敏感に

通じてその使命をよりよく

所存です。来年度には産医

所自らにかかる大きな環境

害の予防に

組んで参り

取り巻く環

とらえなが

果たせるよ

研との統合

変化に直面

的に添っ

ね，所轄

いもので

学総合研

ることが

す。この

今後ます

してくこ

た適正且つ効率的な運営は

庁は法人の業務の実績のみ

す。産業安全研究所は平成

究所と統合し，役職員の身

決定され，新たな体制造り

ような試練を乗り越えて，

ます世の中から認められ，

とを祈念して退任の挨拶と

独法の主体に委

評価してもらいた

年度より産業医

分を非公務員化す

が求められていま

産業安全研究所が

活力を持って発展

致します。いたしますが，

ズに応えること

プにできればと

支えて専心努力

ご鞭撻を賜りま

平成 年

これも，役職員全員がより良

ができるための更なる飛躍

考えております。微力なが

する所存でありますので皆

すようお願い申し上げます

度外部研究評価会議の結果

く国民ニー

へのステッ

ら理事長を

様のご指導

。

について
広範囲にわたる労働災害防止のための多くの研究課題

産業安全研究

効率的に推進し

究評価会議 を

の専門家・有識

価ならびに提言

平成 年度の

れた。以下にそ

当日は，内部

所では社会的要請に沿った

ていくために 産業安全研

毎年開催しており，この会

者が総合的に検討した結果

を行っている。

外部研究評価会議は 月

の結果の概要を報告する。

研究評価会議の運営に資す

業務運営を

究所外部研

議では外部

に基づき評

日に開催さ

るために 内

を少ない

人になり

り方も十

研究課

れ，事前

目標と計

評価では

研究成

研究者で意欲的に取組んで

年が経過した現在，内部

分定着してきたという意見

題は最高点を 点とする

評価では 学術的意義 社

画 の 項目について，また

，この 項目に加えて 研

果の公開 の各項目につい

おり，独立行政法

研究評価会議のあ

が得られた。

段階評価で行わ

会的意義 研究

中間および事後

究成果と価値

て評価を行った。

部研究評価会議

度より実施予定

事前評価，平成

プロジェクト研

平成 年度に始

ト研究 課題に

内部研究評

の実施状況 に関する討論

のプロジェクト研究 課題

年度から平成 年度まで

究 課題についての中間評

まり平成 年度で終了した

ついての事後評価を実施し

価会議の実施状況 に関す

，平成 年

についての

実施予定の

価，および

プロジェク

た。

る討論では，

プロジ

けるリス

る研究

に，労働

系的に評

を目的と

あった。

ェクト研究事前評価課題

クマネジメント技術の高度

は，建設・機械・化学の災

災害防止のための多様なリ

価・低減するためのマネジ

した研究であり，総合的評

災害多発分野にお

化と実用化に関す

害多発分野を対象

スクを科学的・体

メント技術の構築

価得点は 点で
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中間評価を受

おける爆発・火

けた研究課題 産業リサイ

災災害の防止に関する研究

クル過程に

は，爆発

危険性をはらん

う視点からの研

目して実施した

究と認められ，

事後評価を受

ステム高度化の

の構造健全性評

ある寿命延伸に

でいるのにもかかわらず危

究はほとんど行われていな

研究であり，社会的にも意

総合的評価得点は 点で

けた研究課題 建設機械の

ための損傷評価技術の開発

価技術の開発が，昨今の社

繋がることに着眼した研究

険要因とい

いことに着

義のある研

あった。

保守管理シ

は，機械

会的潮流で

であり，建

設機械の破損は

から，本研究内

いは規格への発

義が高いとい

点であった。

外部講師

労働災害に直結する可能性

容を行政・社会的要請との

展性まで含めて考えた場合

う評価が得られ，総合的評

（研究企画調整部

による研究討論会の開

が高いこと

適合性ある

，社会的意

価得点は

江川義之）

催

頂いた。

されるこ

大阪

講演中の本間健資氏

今後は統合の礎となる活発

とであろう。

（物理工学安全研究グル

大学人間科学部との連携大

な相互交流が実施

ープ 大澤 敦）

学院協定調印

年 月

および独立行政

長の本間健資

た。

春日電機株式

害防止に関する

現在，当所物理

日に春日電機株式会社社長

法人産業医学総合研究所の

氏を当研究所にお招きして

会社は静電気の応用，測定

製品を製造・販売するメー

工学安全研究グループと粉

西川正幹氏

企画調整部

ご講演頂い

，障害・災

カである。

体用の防爆

当研究

大学院制

日に締

本連携

を受け，

もので，

による科

所と大阪大学大学院人間科

度に基づく教育研究協力協

結した。

大学院協定は，大阪大学か

研究所において大学院生の

学生の資質向上と共に，相

学技術発展への寄与を目的

学研究科は，連携

定を平成 年 月

ら招聘教員の委嘱

研究指導等を行う

互の研究交流促進

としている。

型除電器の共同

演では，主に春

究開発や研究所

重なご意見とご

当研究所は産

定となっている

関であったが，

研究開発も実施している。

日電機の紹介と現行及び将

の静電気安全指針の改訂等

要望を頂いた。

業医学総合研究所と来年度

。両研究所とも旧労働省付

研究分野の違いもあって，

西川氏の講

来の共同研

に関して貴

より統合予

属の研究機

比較的疎遠

この度

工学部に

（境界

研究

学位取
当研究

が平成

の協定締結は長岡技術科学

次いで 件目の連携大学院

領域・人間科学安全研究グ

所の動き

得
所建設安全研究グループ主
年 月 日，武蔵工業大学

大学，日本大学理

協定である。

ループ 中村隆宏）

任研究官玉手 聡
から 不安定な支

であった。今回

内容に関して概

究者宿舎や国際

は，産業医学総合研究所の

括的なお話しを頂くととも

学術誌の刊行などについて

組織や研究

に，流動研

もご紹介を

持地盤に
する研究
表彰
当研究

男・他機
技術分野
ける受賞
法の開発

設置された移動式クレーン
により，博士（工学）号

所建設安全研究グループ主
関 名は平成 年 月 日
の文部科学大臣表彰を受け
で，業績名は 鋼矢板によ
であり，当研究所で実施

の転倒危険性に関
を授与された。

任研究官豊澤康
，平成 年度科学
た。技術部門にお
る自立式土留め工
した産官学共同研

講演中の西川正幹氏

究により
紙上発
） 大幢
業 の 危

） 大幢
立・解体
工学シン
） 山隈

開発された成果である。
表
勝利 強風下における足場
険 性 建 設 労 務 安 全

勝利，日野泰道 強風下に
作業の危険性に関する基礎
ポジウム論文集
瑞樹 増加する金属粉じん

の組立て・解体作

おける足場の組
的研究 第 回風

爆発 帯電防止・
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独立行政法人産業安全研究所

燃焼物除去の
，

） 花安繁郎ほ

徹底を！，労働安全衛生広

か 欧州連合における最近

報， ，

の安全衛生

人事異

平成 年

動

月 日付け

政策の動向，建
，

） 中村隆宏
登協ニュース，
） 永田久雄
勤途上での転倒
）

設マネジメント研究論文

危険再認識教育の課題と展
， ，

高齢者と交通機関の安全
，社会教育 月号，

集， ，

望（ ），全

高齢者の通
，

新 職

退

退

辞

平成 年

新 職

名 氏 名

任 尾 添 博

任 松 井 英 憲

職 鈴 木 芳 美

月 日付け

名 氏 名

旧 職 名

理 事 長

理 事

研 究 部 長
（境界領域・人間
科学安全研究
グループ担当）

旧 職 名

）

） 池田博康
え方と方策，
） 江川義之

（ ）
一般工作機械におけるリス
ニュース， ，
効果的な聴力保護具の選

ク低減の考
，

定法につい

理 事

理
研 究
（境界領域
科学安全
グルー

研 究
（建設安全

長 鈴 木 芳 美

事 飛 鳥 滋
部 長
・人間
研究
プ担当）

永 田 久 雄

部 長
研究 堀 井 宣 幸

研 究 部 長
（境界領域・人間
科学安全研究
グループ担当）

厚生労働省大臣官房付

研 究 部 長
（建設安全研究
グループ担当）

研究企画調整部
主 任 研 究 官

て，安全衛生コ

）池田博康
安全衛生のひろ

口頭発表
） 水谷高彰，
爆燃の野外実験
） 水谷高彰，
空気爆燃現象の

ンサルタント， ，

リスクに基づく安全とアセ
ば， ， ，

大塚輝人，松井英憲ほか
， 月 日，第 回燃焼シ
大塚輝人ほか 室内実験に
観測 同上

， ，

スメント，
，

水素 空気
ンポジウム
よる水素

グルー
研究企画
主 任 研
物理工学
グルー

総務課経

総 務 課

総 務 課

プ担当）
調整部
究 官 冨 田 一

安全研究
プ研究員 市 川 紀 充

理係長 塩 田 恵 次

総 務 係 上 野 継 敏

会 計 係 黒 澤 和 義

物理工 学 安 全 研 究
グループ主任研究官

新 規 採 用

労働基準局労災補償部補償課
労災保険審理審査係主任
新潟労働局新潟
労働基準監督署
労働基準局労働保険
徴収課決算徴収係

） 大塚輝人
の計算的検証
） 山際謙太ほ
構築， 月 日
ム
） 深谷潔，中
ミュレータの開
通・物流部門大

水谷高彰ほか 水素ガス漏
月 日 同上
か 破壊破面解析支援デー
，第 回材料・構造信頼性

村隆宏，万年園子 掘削機
発 月 日，第 回日本
会

洩爆発現象

タベースの
シンポジウ

災害小型シ
機械学会交

総 務 課

総 務 課

大臣官房統
賃 金 福 祉
安 全 衛 生
神 奈 川
横浜南労働
職 業 安
雇用開発課特

会 計 係 土 肥 知 美

経 理 係 田 中 紀 也

計情報部
統 計 課
第 一 係 長

藤 原 幹 大

労 働 局
基準監督署 渡 辺 竜

定 局
定雇用対策係 松 田 大吾朗

新 規 採 用

大臣官房統計情報部
企画課審査解析室
産 業 連 関 表 係

総務課経理係長

総 務 課 総 務 係

総 務 課 会 計 係

） 清水尚憲，
合的リスク低減
） 深谷潔 広
安全補助システ
会東北支部 周
） 齋藤剛ほ
フェ スの検討
ンダブルコンピ

梅崎重夫 危険点近接作業
戦略の提案，同上
大作業空間における機械の
ムの検討， 月 日，計測
年記念学術講演会
か 産業用セーフティバス

月 日 電気情報通信
ューティング研究会

における総

再起動時の
自動制御学

とインター
学会ディペ

労 働 基
労災補償部労災
労 働 基 準
庶 務 経

準 局
管理課調度係 佐々木 太 郎

局総務 課
理 係 大立目 勇 治

総 務 課 会 計 係

総 務 課 経 理 係


